
放  置  艇  解  消  の  た  め  の  基  本  方  針  【  概  要  版  】 

基本方針の概要 

＜類型別対応方針～全県的な放置等禁止区域の指定の推進＞ 
各港・各地区で類型別に対応を分類し，平成34年度までに全県的に放置等禁止区域を指定 

〔Ａ類型〕 全ての船舶（漁船含む）の係留を禁止 

 ～ 都市部の港湾など航行障害や環境悪化等の影響が生じている箇所 

〔Ｂ類型〕 漁船を除く船舶の係留を禁止 

 ～ 漁業活動に支障が生じている箇所 

〔Ｃ類型〕 漁船・遊漁船を除く船舶の係留を禁止 

 ～ 漁船のほか遊漁船の係留を認めても漁業活動に支障がない箇所 

＜既存ストックを活用したプレジャーボートの係留可能場所の確保＞（Ｃ・Ｄ・Ｅ類型） 
平成34年度までに小型船舶用泊地を順次指定し，係留許可を付与 

〔小型船舶用泊地の指定〕 

 漁業活動や周辺環境に支障がない範囲で，港湾・漁港内にプレジャーボートの係留を可能とす

る水域を「小型船舶用泊地」として指定 

〔施設の使用許可〕 

 指定した小型船舶用泊地への係留は，施設の使用として係留を許可し，正当な権原を付与 

〔料金徴収〕 

 施設使用の反対給付として使用料を徴収し，施設の適正な維持管理費等に充当 

 料金は，他の係留保管施設や他県事例等を考慮して適正な額を設定 

 小型船舶用泊地の指定を段階的に進めていくため，平成35年度から一斉に徴収を開始 

〔利用者団体等の活用〕 

 既存のローカルルールを尊重し，施設の利用調整を円滑に行うため，団体への許可や施設管

理業務の委託などを検討 

＜廃船処理＞ 

 相当数が存在すると見込まれる所有者不明船について，廃船とみなす定義を明確にし，法に定める処理手続を迅速化するとともに，計画的に処理を推進 ～ 積極的な売払いも検討 

＜保管場所確保の義務付け＞ 

 プレジャーボートの船舶登録については，自動車における車庫証明のように保管場所を明確にする制度となっていないことから，保管場所確保の義務化について国に制度改正を要望するとともに，県

独自で先行して実施することを検討 

放
 
置
 
艇
 
の
 
解
 
消

 

 

◆ 本県は瀬戸内海に面し，小型船舶の係留が容易な静穏な海域が多い 

  ⇒ 多くのプレジャーボートの放置艇が存在 ～ Ｈ２６：約11,000隻（全国最多） 

◆ 広島港などの都市部における放置艇対策により一定の成果 

現  状 

＜方向性＞ ・既存ストック（港湾・漁港の水域施設や設置済みの桟橋，係船環等の係留設備）を柔軟に活用し，係留保管施設以外にも係留可能場所を確保して，放置艇に係留許可を付与 

         ・係留可能場所を確保すると同時に，放置等禁止区域を指定し，無許可プレジャーボートの所有者に対する撤去指導を徹底することにより，放置艇を解消 

【策定の趣旨】 
  「広島県プレジャーボートの係留保管の適正化に関する条例」（平成10年）の制定以後，これまで都市部を中心に進めてきた「係留保管施設の整備」と「放置等禁止区域の指定による規制」

を両輪とした放置艇対策を補完し，地方部においても対策を加速させ，県全体の放置艇の早期解消を図るための基本方針として策定 

◆ 都市部のみならず地方部においても放置艇対策を加速していくことが必要 

◆ 放置艇数が全国最多である現状を是正し，年次目標を掲げた放置艇対策を講じることが必要 

   （国の目標年次：平成３４年度末） 

課  題 

【目 標】  平 成 ３ ４ 年 度 末 ま で に 県 内 の 放 置 艇 数 を ゼ ロ 隻 に す る  

〔Ｄ類型〕 棲み分けにより漁船，遊漁船，モーターボート等の係留を認める 

 ～ 地方部などで棲み分けにより漁業活動等に支障が生じない箇所 

〔Ｅ類型〕 棲み分けすることなく漁船，遊漁船，モーターボート等の係留を認める 

 ～ 地方部などで隻数が比較的少なく漁業活動等に支障が生じていない箇所 
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主な対応方針 
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物揚場・荷捌地 

対応前の状態 対応後の状態 

＜凡例＞ 

 

      … 貨物船・旅客船 

      … 漁船 

      … 遊漁船 

          … モーターボート・ヨット類 

  

          … 放置等禁止区域 

  

  

          … 小型船舶用泊地 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

物揚場・荷捌地 

小型船舶用泊地（水域施設） 

小 型 船 舶 用 泊 地 の 指 定 イ メ ー ジ 
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☆H34年度までに全県に禁止区域を指定
☆放置艇約11,000隻 マリーナ等の「係留保管施設」又は新たに設ける「小型船舶用泊地」へ収容

廃船処理を促進

広島市

呉市

三原市

尾道市

竹原市

廿日市市

県中央地域

福山市

☆新たな放置艇を生じさせないための抜本的な対策 ⇒ 保管場所の義務付け制度の創設を検討

目標

県西部地域

尾道糸崎港地域

福山港地域

広島湾地域

県東部地域

東広島市

大崎上島町
江田島市

大竹市

(うち973隻)

(5,174隻)

(4,409隻)

(686隻)

(962隻)廿日市BP

横田SS

BP福山

五日市PBS
五日市FA BP広島

坂PBS

観音ﾏﾘｰﾅ

係留施設の整備と禁止区域の指定

マリーナ・ボートパークへ収容

小型船舶用泊地の設置と禁止区域の指定

現存放置艇を許可艇へと切り替え

今後の放置艇対策の展開イメージ

都市部

地方部

広島市

(うち1,961隻)

＜凡例＞

重要港湾以上の港湾区域

※ 放置艇隻数は，平成26年度調査による。



Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度 Ｈ34年度

係留保管施設の整備

禁止区域の指定
撤去指導・代執行

小型船舶用泊地の指定
使用許可手続

禁止区域の指定
撤去指導・代執行

係船環等の整備

廃船処理

地区別実施計画の作成

放置艇実態調査

放　置　艇　対　策　の　今　後　の　ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル
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